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自然共生サイト認定等による地域の価値向上

・令和5（2023）年度から開始し、328
件を認定
・半分以上が企業からの申請
・これまでは、任意の認定制度

地域生物多様性増進法に基づく認定制度を新たに開始
●農林水産省、国土交通省との共管により３大臣による認定
●認定サイトで生産された商品等に対する消費者の評価向上
●認定を受けた企業に対する投資家の評価向上

→地域の自然資本への企業の主体的な投資促進が期待



事例：ネイチャーポジティブ×Techベンチャー

ネイチャーポジティブによる経済の実現に向けて
は、Techベンチャーによる技術活用のブレイク
スルーと事業成長が期待され、以下２つの側
面で進んでいる。

①ソリューションの提供
（例：環境移送の分野で、ニーズとシーズの
インテグレーターとしてソリューションを提供）

②生態系の状態や構造から指針を提供
（例：ビックデータのAI解析により生態系の
状態や構造から分析やシミュレーションを提
供）

自然資本は中長期に亘る公共財であり、ルー
ル形成やファイナンスや人材側面、アジア等海
外での展開の加速が、成長のカギとなる。

ケーススタディ： ネイチャーポジティブ×テックべンチャー

参照：株式会社イノカ、株式会社シンク・ネイチャー、J-GBF ビジネスフォーラム、
Forbes Japan特集記事等より環境省が作成

（ネイチャーポジティブに挑戦するベンチャー例）

農業  ： 株式会社TOWING、エスペックミック株式会社、株式会社SynecO 他

林業  ： 株式会社GREEN FORESTERS、株式会社エーゼログループ 他

水産業： 株式会社イノカ、ウミトロン株式会社、株式会社フィッシュパス、ウニノミクス株

式会社、合同会社シーベジタブル 他

データ ：株式会社シンク・ネイチャー、株式会社バイオーム、サグリ株式会社 等

技術の概要：データ分析
（シンク・ネイチャー）

陸海の数十万種のグローバルな
生物分布に基づく生物多様性指
標や生態学の研究者による精緻
な分析力を強みとして、企業の
TNFD分析やネットゲインの評価、
自治体向けのプランニングなどの
データ分析サービスを提供

技術の概要：環境移送技術
（イノカ）

海洋環境を自然に近いかたちで水
槽内に再現する独自の技術「環境
移送技術」をコアテクノロジーとして、
海洋生物に対する影響評価レポー
トの提供サービスや、あらゆる事業
者が水産資源を活用した事業・研
究を始められるよう支援するサービス
等を提供

ビジネス機会規模：5.8兆円/年
日本におけるNPE移行に伴うビジネス機会の増加額47兆円/年（2030年時点）
※に対し、仮にベンチャーの寄与が５％の場合。

※世界経済フォーラムの推計をもとに環境省推計。
（参考）環境系ベンチャーの時価総額
・ユーグレナ社(2005年創業）は、時価総額860億円（2024年3月1日現在）
・Beyond Meat社（植物ベースの代替肉を販売、米国）は1500億円（2023年
12月現在）

https://towing.co.jp/
https://www.espec.co.jp/
https://www.syneco.inc/
https://greenforesters.jp/
https://a-zero.group/
https://corp.innoqua.jp/
https://umitron.com/ja/index.html
https://fishpass.jp/
https://www.uninomics.co.jp/
https://www.uninomics.co.jp/
https://seaveges.com/
https://think-nature.jp/
https://biome.co.jp/
https://sagri.tokyo/


ケーススタディ： 地域の自然資源販売と保全への還元

地域の自然資源の生産・販売と、生産地の環境保全への還元を両立させ、ビジネスとしても継続、発展さ

せている事例→地域の中小企業が生産・事業するものでも、ネイチャーポジティブな取組を入れることで、
商品・事業の差別化や付加価値創出、そして生産・事業の長期的安定性向上につなげることが考えられる

「J-GBF第９回行動変容WG」資料より抜粋
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